
 

令和５年度 ９月補正予算（案）の概要 

 

１ あ ら ま し 

今回の補正予算は、エネルギー価格・物価高騰対策に要する経費や早急に対応が必要な浸

水対策経費、決算剰余金を活用した経費などを中心に計上しています。 

歳出では、まず、エネルギー価格・物価高騰対策として、水道料金の基本料金１期分（２

か月分）相当額を市が負担することで家庭や企業への経済支援を行う経費、食料品価格高騰

の影響を受けている子育て世帯の負担軽減を図るために小中学校等給食費の１か月分を市が

負担する経費、中小企業者等が行う省エネ設備投資を支援するための補助金の追加分、飼料

価格高騰の影響を大きく受けている市内畜産農家の負担軽減を図るための補助金を計上して

います。 

次に、浸水対策として河川、水路、排水機場、ため池の改修等を行う経費を計上している

ほか、Ｇ７倉敷労働雇用大臣会合の開催を契機として多くの集客交流が見込まれるビジネス

イベントを誘致するためのＭＩＣＥ誘致推進事業費、東京２３区からの移住者に対する移住

支援金やまびふれあい公園整備費の追加分などを計上するとともに、農業施設、道路、河川、

公園、学校・園施設の単独公共事業費の追加分や、財政調整基金、減債基金、公共施設整備

基金への積立金を計上しています。 

また、適正な工期を確保するための繰越明許費を計上するとともに、税システムを国の標

準化基準に適合したシステムへ移行するための経費や、くらしき健康福祉プラザ等の空調・

照明設備の省エネ改修や維持管理等を包括的に行うＥＳＣＯ事業費、生徒数の増加に伴い教

室不足が見込まれる倉敷第一中学校に仮設校舎を設置するための経費などについて債務負担

行為を設定しています。 

歳入では、繰越金や地方交付税、国・県支出金、市債などを計上したほか、財政調整基金

により財源の調整をしています。この結果、一般会計では９４億７，６００余万円の増額と

なり、累計では２，１５８億２，８００余万円（前年度同期比１０３．８％）となっていま

す。 

 

２ 予 算 規 模                           （単位：千円） 

区  分 補正前の額 補 正 額 計 前年度同期比(%) 

一 般 会 計 206,352,027 9,476,706 215,828,733 103.8 

特 別 会 計 99,270,370 － 99,270,370 100.0 

財産区会計 44,377 － 44,377  55.0 

企 業 会 計 118,862,072 9,456 118,871,528 109.0 

合  計 424,528,846 9,486,162 434,015,008 104.3 
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３　会計別予算状況

補 正 前 の 額 補 正 額 計 ９月補正後予算額 最 終 予 算 額 （ Ｃ ／ Ｄ ） （ Ｃ ／ Ｅ ）

Ａ Ｂ （Ａ＋Ｂ）=Ｃ Ｄ Ｅ ％ ％

206,352,027 9,476,706 215,828,733 207,892,999 236,919,491 103.8 91.1

国民健康保険事業 46,104,295 46,104,295 46,078,445 47,031,112 100.1 98.0

介護保険事業 45,751,535 45,751,535 45,302,808 45,541,461 101.0 100.5

母子父子寡婦福祉資金貸付 102,270 102,270 102,468 102,468 99.8 99.8

後期高齢者医療事業 7,312,270 7,312,270 7,774,504 7,784,706 94.1 93.9

小 計 99,270,370 99,270,370 99,258,225 100,459,747 100.0 98.8

44,377 44,377 80,649 145,189 55.0 30.6

下水道事業 31,970,286 31,970,286 31,898,504 32,102,229 100.2 99.6

水道事業 15,891,137 9,456 15,900,593 14,405,800 14,490,003 110.4 109.7

市民病院事業 4,981,075 4,981,075 4,257,397 4,212,985 117.0 118.2

モーターボート競走事業 66,019,574 66,019,574 58,478,206 73,201,895 112.9 90.2

小 計 118,862,072 9,456 118,871,528 109,039,907 124,007,112 109.0 95.9

424,528,846 9,486,162 434,015,008 416,271,780 461,531,539 104.3 94.0

特

別

会

計

財 産 区 会 計

企

業

会

計

合 計

（単位：千円）

会 計 別

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 比 較

一 般 会 計
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４　一般会計
　（１）歳　　　入 （単位：千円）

補 正 前 の 額 （割合） 補 正 額 計 （割合）
９ 月 補 正 後
予 算 額

（割合） 最 終 予 算 額 （割合） ( Ｃ / Ｄ ) ( Ｃ / Ｅ )

Ａ ％ Ｂ （Ａ＋Ｂ）=Ｃ ％ Ｄ ％ Ｅ ％ ％ ％

市　　　　　　税 85,541,734 41.5 85,541,734 39.6 83,513,527 40.2 86,464,491 36.5 102.4 98.9

分担金及び負担金 872,097 0.4 1,800 873,897 0.4 940,070 0.5 940,797 0.4 93.0 92.9

使用料及び手数料 2,573,795 1.3 2,573,795 1.2 2,501,802 1.2 2,501,802 1.1 102.9 102.9

財　産　収　入 713,624 0.3 713,624 0.3 458,107 0.2 474,429 0.2 155.8 150.4

寄　　附　　金 537,075 0.3 200 537,275 0.3 388,611 0.2 519,574 0.2 138.3 103.4

繰　　入　　金 7,923,203 3.8 △ 1,951,007 5,972,196 2.8 6,116,482 2.9 5,623,343 2.4 97.6 106.2

繰　　越　　金 1 0.0 8,929,667 8,929,668 4.1 9,413,778 4.5 9,413,778 4.0 94.9 94.9

諸　　収　　入 5,352,985 2.6 64,391 5,417,376 2.5 4,624,288 2.2 6,737,173 2.8 117.2 80.4

小 計 103,514,514 50.2 7,045,051 110,559,565 51.2 107,956,665 51.9 112,675,387 47.6 102.4 98.1

地　方　譲　与　税 1,893,000 0.9 1,893,000 0.9 1,922,000 0.9 1,922,000 0.8 98.5 98.5

利子割交付金 28,000 0.0 28,000 0.0 60,000 0.0 60,000 0.0 46.7 46.7

配当割交付金 530,000 0.3 530,000 0.3 360,000 0.2 640,000 0.3 147.2 82.8

株式等譲渡所得割交付金 360,000 0.2 360,000 0.2 500,000 0.3 400,000 0.2 72.0 90.0

法人事業税交付金 1,100,000 0.5 1,100,000 0.5 970,000 0.5 970,000 0.4 113.4 113.4

地方消費税交付金 12,000,000 5.8 12,000,000 5.6 10,500,000 5.1 11,680,000 4.9 114.3 102.7

ゴルフ場利用税交付金 45,000 0.0 45,000 0.0 50,000 0.0 50,000 0.0 90.0 90.0

環境性能割交付金 120,000 0.1 120,000 0.1 160,000 0.1 160,000 0.1 75.0 75.0

地方特例交付金 688,000 0.3 △ 30,520 657,480 0.3 690,173 0.3 708,465 0.3 95.3 92.8

地　方　交　付　税 12,600,000 6.1 1,735,884 14,335,884 6.6 15,391,401 7.4 15,962,896 6.7 93.1 89.8

交通安全対策特別交付金 74,000 0.0 74,000 0.0 80,000 0.0 80,000 0.0 92.5 92.5

国　庫　支　出　金 38,189,286 18.5 13,317 38,202,603 17.7 39,673,251 19.1 53,415,674 22.6 96.3 71.5

県　支　出　金 14,217,727 6.9 79,839 14,297,566 6.6 14,154,238 6.8 14,254,598 6.0 101.0 100.3

市　　　　　　債 20,992,500 10.2 633,135 21,625,635 10.0 15,425,271 7.4 23,940,471 10.1 140.2 90.3

小 計 102,837,513 49.8 2,431,655 105,269,168 48.8 99,936,334 48.1 124,244,104 52.4 105.3 84.7

206,352,027 100.0 9,476,706 215,828,733 100.0 207,892,999 100.0 236,919,491 100.0 103.8 91.1合 計

款 別

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 比 較

自

主

財

源

依

存

財

源
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　（２）　歳　出　（目　的　別） （単位：千円）

補 正 前 の 額 （割合） 補 正 額 計 （割合）
９ 月 補 正 後
予 算 額

（割合） 最 終 予 算 額 （割合） ( Ｃ / Ｄ ) ( Ｃ / Ｅ )

Ａ ％ Ｂ （Ａ＋Ｂ）=Ｃ ％ Ｄ ％ Ｅ ％ ％ ％

議 会 費 857,107 0.4 857,107 0.4 881,686 0.4 870,641 0.4 97.2 98.4

総 務 費 15,153,016 7.3 8,049,487 23,202,503 10.8 19,698,878 9.5 23,284,060 9.8 117.8 99.6

民 生 費 89,565,528 43.4 1,315 89,566,843 41.5 88,305,331 42.5 92,278,129 39.0 101.4 97.1

衛 生 費 29,205,842 14.2 29,205,842 13.5 26,460,047 12.7 40,382,534 17.0 110.4 72.3

労 働 費 376,482 0.2 376,482 0.2 686,287 0.3 596,619 0.3 54.9 63.1

農 林 水 産 業 費 5,223,692 2.5 391,896 5,615,588 2.6 4,179,821 2.0 4,350,991 1.8 134.3 129.1

商 工 費 2,968,950 1.4 209,500 3,178,450 1.5 3,755,457 1.8 4,577,714 1.9 84.6 69.4

土 木 費 23,597,946 11.4 449,921 24,047,867 11.1 24,361,649 11.7 24,616,773 10.4 98.7 97.7

消 防 費 4,895,604 2.4 677 4,896,281 2.3 5,205,725 2.5 5,318,615 2.3 94.1 92.1

教 育 費 14,331,000 7.0 373,910 14,704,910 6.8 14,975,760 7.2 21,597,057 9.1 98.2 68.1

公 債 費 19,621,273 9.5 19,621,273 9.1 18,975,439 9.6 18,939,439 8.0 103.4 103.6

諸 支 出 金 455,587 0.2 455,587 0.2 306,919 0.2 6,919 0.0 148.4 6584.6

予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.0 100,000 0.1 100,000 0.0 100.0 100.0

合 計 206,352,027 100.0 9,476,706 215,828,733 100.0 207,892,999 100.0 236,919,491 100.0 103.8 91.1

款 別

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 比 較
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　（３）　歳　出　（性　質　別） （単位：千円）

補正前の額 （割合） 補 正 額 計 （割合）
９ 月補正後
予 算 額

（割合） 最終予算額 （割合） ( Ｃ / Ｄ ) ( Ｃ / Ｅ )

Ａ ％ Ｂ （Ａ＋Ｂ）=Ｃ ％ Ｄ ％ Ｅ ％ ％ ％

30,050,008 14.6 2,333 30,052,341 13.9 30,136,695 14.5 30,507,800 12.9 99.7 98.5

57,212,377 27.7 57,212,377 26.5 56,051,224 27.0 59,252,312 25.0 102.1 96.6

19,615,777 9.5 19,615,777 9.1 18,969,944 9.1 18,933,944 8.0 103.4 103.6

106,878,162 51.8 2,333 106,880,495 49.5 105,157,863 50.6 108,694,056 45.9 101.6 98.3

25,457,437 12.3 776,462 26,233,899 12.2 16,459,606 7.9 31,841,988 13.4 159.4 82.4

補 助 5,627,217 2.7 69,531 5,696,748 2.7 5,980,032 2.9 19,437,193 8.2 95.3 29.3

単 独 19,830,220 9.6 706,931 20,537,151 9.5 10,479,574 5.0 12,404,795 5.2 196.0 165.6

補 助

単 独

25,457,437 12.3 776,462 26,233,899 12.2 16,459,606 7.9 31,841,988 13.4 159.4 82.4

27,310,516 13.3 85,389 27,395,905 12.7 28,918,471 13.9 30,399,304 12.8 94.7 90.1

4,815,606 2.3 126,727 4,942,333 2.3 5,161,163 2.5 5,197,951 2.2 95.8 95.1

17,191,289 8.3 985,795 18,177,084 8.4 19,697,311 9.5 23,777,250 10.1 92.3 76.4

49,317,411 23.9 1,197,911 50,515,322 23.4 53,776,945 25.9 59,374,505 25.1 93.9 85.1

905,436 0.5 7,500,000 8,405,436 3.9 8,568,492 4.1 13,727,244 5.8 98.1 61.2

20,000 0.0 20,000 0.0 100 0.0 3,100 0.0 20,000.0 645.2

816,785 0.4 816,785 0.4 665,988 0.3 365,988 0.1 122.6 223.2

22,956,796 11.1 22,956,796 10.6 23,264,005 11.2 22,912,610 9.7 98.7 100.2

24,699,017 12.0 7,500,000 32,199,017 14.9 32,498,585 15.6 37,008,942 15.6 99.1 87.0

206,352,027 100.0 9,476,706 215,828,733 100.0 207,892,999 100.0 236,919,491 100.0 103.8 91.1合 計

そ

の

他

の

経

費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

小 計

投

資

的

経

費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

小 計

消

費

的

経

費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

小 計

区 分

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 比 較

義

務

的

経

費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

小 計
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平成30～令和４年度
実績額

令和５年度６月
補正予算までの額

令和５年度
９月補正予算額

道路橋りょう災害復旧事業 19億5,209万円 － －

学校施設災害復旧事業 32億7,625万円 － －

災害廃棄物処理事業 173億997万円 － －

農林水産業災害復旧助成事業 28億5,531万円 － －

真備緊急治水対策事業 10億7,664万円 4億1,303万円 －

避難経路等確保事業 6億967万円 3,070万円 －

まびふれあい公園整備事業 4億7,815万円 6億700万円 3,550万円

災害公営住宅整備事業 22億2,124万円 － －

合計 502億3,624万円 13億179万円 3,550万円

     平成３０年７月豪雨以降の災害関連経費（実績＋予算）の累計 515億7,353万円

※　事業内容は主なものを掲載しています。そのため、平成３０～令和４年度実績額及び令和５年度６月補正予算までの額の計は
　合計に一致しません。なお、令和５年度６月補正予算までの額には前年度からの繰越分を含みます。

６　新型コロナウイルス感染症対策経費一覧表

令和２～４年度
実績額

令和５年度６月
補正予算までの額

令和５年度
９月補正予算額

特別定額給付金給付事業 484億3,779万円 － －

物価高騰対策経済支援事業 9億565万円 － 4億7,594万円

ＬＰガス価格高騰対策経済支援事業 － 2億2,310万円 －

子育て世帯臨時特別給付金給付事業 84億5,931万円 － －

障がい福祉サービス事業所等感染症対策事業 7,678万円 3,022万円 －

子育て世帯生活支援特別給付金給付事業 12億625万円 7億762万円 －

住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業 50億6,988万円 － －

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業 27億3,767万円 － －

福祉サービス事業所等物価高騰対策支援事業 1億4,145万円 2億4,824万円 －

住民税非課税世帯等支援給付金給付事業 － 20億1,523万円 －

感染症対策事業 26億4,238万円 4億4,806万円 －

新型コロナウイルスワクチン接種事業 72億7,139万円 22億6,475万円 －

省エネ家電買い替え促進事業 － 1億5,754万円 －

事業継続支援金交付事業 12億8,583万円 － －

事業継続特別支援金交付事業 8億3,620万円 － －

倉敷市「お店を応援☆キャッシュレスでお得」事業 11億6,180万円 － －

エネルギー価格高騰対策省エネ設備導入促進事業 － 3億370万円 2億370万円

畜産飼料高騰対策支援事業 － 1,415万円 1,823万円

公共交通対策推進事業 2億8,328万円 1億10万円 －

タクシー利用促進事業 － 4,194万円 －

学校健康管理事業 5億6,132万円 1億4,710万円 －

学校給食運営事業 4億4,335万円 2億5,821万円 2億5,375万円

合計 899億5,597万円 82億6,325万円 9億5,162万円

991億7,084万円

※　事業内容は主なものを掲載しています。そのため、令和２～４年度実績額及び令和５年度６月補正予算までの額の計は

　合計に一致しません。なお、令和５年度６月補正予算までの額には前年度からの繰越分を含みます。

新型コロナウイルス感染症対策経費（実績＋予算）の累計

事　　業　　名

５　平成３０年７月豪雨等災害関連経費一覧表

事　　業　　名
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測量・設計委託料　工事費 主な経費 補助金

主な経費

　農業用水の確保を図り
つつ、防災・減災対策の
強化を図るため、ため池
の改修、廃止を行いま
す。

浸水対策事業

測量・設計委託料　工事費

担当課

　浸水被害から市民の生命・財産を守るため、排水機場
の改修や、河川、水路の改修や浚渫を行います。

事業費　2億1,025万円

文化産業局　耕地水路課
建設局　土木課

担当課 文化産業局　耕地水路課 担当課 企画財政局　企画経営室

ＵＩＪターン移住支援事業

　東京２３区からの移住者に
対する移住支援金を追加し
ます。

事業費　1,395万円　【債務負担行為　3,750万円】 事業費　1,080万円

ため池防災減災事業

主な経費

主な経費 補助金

担当課 文化産業局　事業継続支援室 担当課 文化産業局　農林水産課

主な経費 補助金

畜産飼料高騰対策支援事業

事業費　2億370万円 事業費　1,823万円

担当課 企画財政局　企画経営室 担当課 教育委員会　保健体育課

エネルギー価格高騰対策
省エネ設備導入促進事業

　中小企業者等が行う省エ
ネ設備投資を支援します。
　補助率２／３
　補助上限額２００万円
　※令和５年度に同補助金
の交付決定を受けた者は
対象外

　飼料価格高騰の影響を大
きく受けている市内畜産農家
の負担軽減を図るため、飼養
種別及び飼養頭羽数に応じ
て助成します。

事業費　4億7,594万円 事業費　2億5,375万円

主な経費 給付金　事務委託料 主な経費 負担金

学校給食運営事業物価高騰対策経済支援事業

　コロナ禍における物価
高騰対策として、水道料
金の基本料金１期分（２
か月分）相当額を市が
負担することで家庭や
企業への経済支援を行
います。

　食料品価格高騰の影響を
受けている子育て世帯の負
担軽減を図るため、小・中・
支援学校の給食費１か月分
を市が負担します。

７　歳出のうち主なもの
：市長公約関連事業の略表示 ：倉敷みらい創生戦略事業の略表示

（１）補正予算の主な事業
：都市・生活基盤等整備事業の略表示

公 創

都公 創

福田呼松第１排水機場

西部排水路 道口川

倉敷川

公

（玉島高戸池）

創

都

公 創
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主な経費 工事費 主な経費 ＥＳＣＯ運営委託料

担当課 建設局　公園緑地課 担当課 保健福祉局　保健福祉推進課

　倉敷第一中学校仮設校舎設置事業

【債務負担行為　8,448万円】 事業費　80万円

　倉敷美観地区の日本夜景遺産認定に伴い、夜景の
まち倉敷をＰＲします。

 　生徒数の増加に伴い教室不
足が見込まれる倉敷第一中学
校に仮設校舎（２教室）を設置
します。
（借上期間）
令和６年４月～令和１１年３月

日本夜景遺産認定ＰＲ事業

主な経費 借上料 主な経費

単独公共事業

製作等委託料

担当課 教育委員会　教育施設課 担当課 文化産業局　観光課

調査研究委託料主な経費

担当課 文化産業局　観光課

事業費　500万円

主な経費 工事費　測量設計委託料　修繕料

担当課
文化産業局　耕地水路課
建設局　公園緑地課、土木課
教育委員会　教育施設課

事業費　6億849万円

　農業施設、道路、河川、公園、学校園などの整備費を
追加します。

事業費　3,550万円 　【債務負担行為　16億7,405万円】

まびふれあい公園整備事業
くらしき健康福祉プラザ・障がい者デイ
サービスセンター・保健所ＥＳＣＯ事業

　空調・照明設備の省エネ改
修や維持管理等を包括的に
行うＥＳＣＯ事業を導入しま
す。
（改修期間）
令和６年１月～９月
（運営期間）
令和６年４月～令和２１年９月

　まびふれあい
公園を整備する
ための工事費
を追加します。

ＭＩＣＥ誘致推進事業

　Ｇ７倉敷労働雇用大臣会合の開催を契機として、イン
バウンドや首都圏からの誘客にもつながる戦略的なＭＩＣ
Ｅ誘致を産学官連携で推進します。
　また、ＭＩＣＥ誘致に活用するためのＰＲ動画を制作しま
す。

新規創公

ＭＩＣＥとは

企業等の会議（Meeting）、研修旅行（Incentive Travel）、

大会、学会、国際会議（Convention）、展示会・見本市、

イベント（Exhibition/Event）の頭文字のことであり、

多くの集客交流が見込まれるビジネスイベントなどの総称

創公

創公

新規

（イメージ図）

新規
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※印はＰ７～Ｐ８「主な事業」にも掲載しています。

●自然災害への防災・減災対策の推進（地震への備え、浸水対策）

１　真備地区の復興推進と、災害に強いまちづくり 2億5,970万円

※浸水対策事業 2億1,025万円

※ため池防災減災事業　　【債務負担行為 3,750万円】 1,395万円

●真備地区復興計画の着実な推進

※まびふれあい公園整備事業 3,550万円

４　個性と魅力ある文化と産業を育む活力あるまちづくり 1,660万円

※日本夜景遺産認定ＰＲ事業 80万円

●豊かな自然や歴史的町並み、３つの日本遺産による観光客誘致の推進

※ＭＩＣＥ誘致推進事業 500万円

●移住定住推進や若者の地元就職支援

※ＵＩＪターン移住支援事業 1,080万円

2億7,630万円市長公約関連事業
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　(2)　一般会計

　　【新】は新規事業

（単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

　総　務　費

財産管理費 1,235,507 7,500,000 8,735,507
・財政調整基金積立金 12,565 4,500,000 4,512,565

・減債基金積立金 316,913 2,000,000 2,316,913

・公共施設整備基金積立金 8,823 1,000,000 1,008,823

企　画　費 129,332 10,800 140,132
・ＵＩＪターン移住支援事業 40,197 10,800 50,997

物価高騰対策経済支援事業費 223,100 475,935 699,035
・物価高騰対策経済支援事業 0 475,935 475,935

賦　課　費 1,438,526 61,714 1,500,240
・税システム構築に関する経費 155,789 61,714 217,503
　　税標準準拠システム移行業務委託事業
　　　総　額　　 　 　　　 　　 852,500
　　　債務負担行為（委託料）
　　　令和６～７年度　　　　　  790,786

　民　生　費

くらしき健康福祉プラザ運営費 162,727 0 162,727
・【新】くらしき健康福祉プラザ・障がい者 0 0 0

　デイサービスセンターＥＳＣＯ事業

　　総　額　　　　　　　　　　 1,054,647

　　債務負担行為（委託料）

　　令和６～２１年度　　　　　 1,674,052

　　（保健所分619,405を含む）

民間認定こども園運営費 593,388 31 593,419
・民間認定こども園施設整備助成事業 174,021 31 174,052

　　総　額　　　　　310,668　→　310,979

　　債務負担行為（補助金）

　　令和６年度　　　279,602　→　279,882

体育施設管理費 708,449 1,284 709,733
・体育施設管理運営事業 691,610 1,284 692,894

款 ・ 目 ・ 事 業 名
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（単位：千円）

担 当 部 局

企画財政部

・令和４年度決算剰余金8,929,668の１／２以上を積み立てる

　基金残高見込額（令和５年度９月補正後） 12,561,049

・市債の償還に備えるための積立金

　基金残高見込額（令和５年度９月補正後） 14,033,530

・公共施設の整備に備えるための積立金

　基金残高見込額（令和５年度９月補正後） 9,427,019

・東京２３区からの移住者に対する移住支援金の追加分〔県（国）３／４〕

・コロナ禍における物価高騰対策として、水道料金の基本料金１期分（２か月分）相当

額を市が負担することで家庭や企業への経済支援を行うための経費

　給付金 465,300　事務委託料 9,456　印刷製本費 1,179

税 務 部

・税システムを、国の標準化基準に適合したシステムへ移行するための業務委託料

保 健 福 祉

・空調・照明設備の省エネ改修や維持管理等を包括的に行うＥＳＣＯ事業を導入するた 推 進 課

め、債務負担行為を設定

　改修期間　令和６年１月～令和６年９月

　運営期間　令和６年４月～令和２１年９月

・整備区分変更（改築→増改築）に伴う補助金の増〔国８／９、２／３〕

文化観光部

・体育施設の指定管理者に対する協定に基づくリスク分担負担金

内　　　　　　容　　　　　　説　　　　　　明
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（単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計款 ・ 目 ・ 事 業 名

　衛　生　費

保健衛生総務費 587,390 0 587,390
・【新】保健所ＥＳＣＯ事業 0 0 0

　　総　額　　　　　　　　　　　 619,405

　　債務負担行為（委託料）

　　令和６～２１年度　　　　　 1,674,052

　　（くらしき健康福祉プラザ

　　　　・障がい者デイサービスセンター分

　　　　　　　　　　　　 1,054,647を含む）

　労　働　費

労働対策費 352,697 0 352,697
・新規学校卒業就職者歓迎大会開催事業 2,000 0 2,000

　　総　額　　　　　　　　　　　 2,000

　　債務負担行為（負担金）

　　令和６年度　   　　  　　　　2,000

　農林水産業費

農業振興費 292,996 46,892 339,888
・農産園芸振興対策費補助金 63,368 20,000 83,368

・新規就農サポート事業 76,494 7,431 83,925

・担い手確保・経営強化支援事業 13,348 19,110 32,458

畜産業費 14,215 18,231 32,446
・畜産飼料高騰対策支援事業 14,146 18,231 32,377

農業施設管理費 810,380 27,500 837,880
・農業施設管理関係経費 568,800 12,000 580,800

・排水機場維持管理事業 125,311 15,500 140,811

農業施設新設改良費 2,899,753 299,273 3,199,026
・水路新設改良事業（単独） 561,539 179,483 741,022

・排水機場整備事業 1,523,100 41,500 1,564,600

・農業用水管理の省力化・高度化計画策定事業 24,500 3,000 27,500

・ため池防災減災事業 276,435 13,951 290,386

　　高戸池防災減災事業
　　　総　額　　　　  82,500 → 120,000

　　　債務負担行為（工事費）

　　　令和６年度　　　52,500 →  90,000
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（単位：千円）

担 当 部 局内　　　　　　容　　　　　　説　　　　　　明

保 健 福 祉

・空調・照明設備の省エネ改修や維持管理等を包括的に行うＥＳＣＯ事業を導入するた 推 進 課

め、債務負担行為を設定

　改修期間　令和６年１月～令和６年９月

　運営期間　令和６年４月～令和２１年９月

商工労働部

・新規就職者に向けた「新規学校卒業就職者歓迎大会」を開催するため、債務負担行為

を設定

農林水産部

・県の補助内示に伴う補助金の増〔県（国）１０／１０〕

・県の補助内示に伴う補助金の増〔県（国）１０／１０〕

・県の補助内示に伴う補助金の増〔県（国）１０／１０〕

・飼料価格高騰の影響を大きく受けている市内畜産農家の負担軽減を図るための補助金

〔県（国）１０／１０〕

　補助額　飼養種別及び飼養頭羽数による

・梶池（玉島地区）　土砂撤去委託料

・大浜排水機場（倉敷地区）　修繕料

・西部排水路ほか２３か所　工事費 169,483　測量設計委託料 10,000

・福田呼松第１排水機場ほか１か所　測量設計等委託料

・農業用水管理の省力化や高度化を図るため、主要な用水路や樋門等への監視カメラや

水位センサ等の設置を検討する計画等策定委託料の追加分〔県（国）１０／１０〕

・尾首池（玉島地区）ほか３か所　測量設計委託料 4,033　工事費 9,918

〔対象経費に対して国５０／１００、県１／１００〕
・高戸池（玉島地区）の改修工事費増に伴う債務負担行為の変更
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（単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計款 ・ 目 ・ 事 業 名

　農林水産業費

・農道新設改良事業（単独） 66,061 61,339 127,400

　商　工　費

商工業振興費 2,007,565 203,700 2,211,265
・エネルギー価格高騰対策省エネ設備導入 0 203,700 203,700

　促進事業

観　光　費 446,575 5,800 452,375
・【新】ＭＩＣＥ誘致推進事業 0 5,000 5,000

・【新】日本夜景遺産認定ＰＲ事業 0 800 800

　土　木　費

道路新設改良費 911,682 211,542 1,123,224
・単　独　分 562,811 211,542 774,353

河川新設改良費 912,935 145,345 1,058,280
・河川新設改良事業（単独） 19,000 53,600 72,600

・浸水対策事業 243,000 91,745 334,745

都市計画総務費 490,731 8,446 499,177
・景観形成事業 9,650 8,446 18,096

公園整備費 1,152,342 84,588 1,236,930
・単　独　分 108,797 49,088 157,885

・まびふれあい公園整備事業 494,404 35,500 529,904

　教　育　費

小学校管理運営費 955,926 200 956,126
・小学校管理運営事業 955,926 200 956,126

小学校建設費 418,647 54,982 473,629
・小学校施設整備事業 361,735 54,982 416,717

-14-

（単位：千円）

担 当 部 局内　　　　　　容　　　　　　説　　　　　　明

・帯高地内線ほか９線　工事費 土 木 部

商工労働部

・中小企業者等が行う省エネ設備投資を支援するための補助金の追加分 200,000　など

　補助率２／３　補助上限額２００万円

　※令和５年度に同補助金の交付決定を受けた者は対象外

文化観光部

・Ｇ７倉敷労働雇用大臣会合の開催を契機として、インバウンドや首都圏からの誘客に

もつながる戦略的なＭＩＣＥ誘致を産学官連携で推進するための経費 2,500

・ＭＩＣＥ誘致に活用するためのＰＲ動画制作等委託料 2,500

　※ＭＩＣＥ：企業等の会議（Meeting）、研修旅行（Incentive　Travel）、大会、

　　学会、国際会議（Convention）、展示会・見本市、イベント（Exhibition/Event）

　　の頭文字のことであり、多くの集客交流が見込まれるビジネスイベントなどの総称

・倉敷美観地区の日本夜景遺産認定に伴い、夜景のまち倉敷をＰＲするためのＷＥＢ

サイト制作等委託料

土 木 部

・児島田の口６６号線ほか２６線　工事費 145,800　測量設計委託料 41,270　など

・大川ほか４か所　工事費 33,000　測量設計等委託料 20,000　など

・福田東排水機場ほか４か所　工事費 49,000　工事委託料 40,500　など

都市計画部

・景観形成重点地区内の既存の建築物及び屋外広告物について、基準に適合させる改修

工事に対する補助金の追加分〔国１／２〕

土 木 部

・（仮称）水江ふれあい公園ほか１園　工事費 6,229　土地購入費 42,859

・まびふれあい公園を整備するための工事費の追加分

教 育 企 画

・指定寄附に伴う連島神亀小学校の校用備品購入費 総 務 課

教育施設課

・全校対象施設修繕料
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（単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計款 ・ 目 ・ 事 業 名

　教　育　費

中学校建設費 129,042 60,000 189,042
・中学校施設整備事業 129,042 60,000 189,042

　　倉敷第一中学校仮設校舎借上料

　　　総　額　　　　　　　　　　　84,480

　　　債務負担行為（借上料）

　　　令和６～１０年度　　　　　　84,480

幼稚園建設費 91,530 3,000 94,530
・幼稚園施設整備事業 91,530 3,000 94,530

教師業務アシスタント配置事業 69,675 1,728 71,403
・教師業務アシスタント配置事業 69,675 1,728 71,403

学校給食費 1,230,949 253,749 1,484,698
・学校給食運営事業 350,677 253,749 604,426

共同調理場管理費 537,008 0 537,008
・共同調理場管理運営事業 535,563 0 535,563

　　共同調理場給食配送業務委託事業

　　　総　額　　　　　　　　　　　38,500

　　　債務負担行為（委託料）

　　　令和６～１０年度　　　　　　38,500
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（単位：千円）

担 当 部 局内　　　　　　容　　　　　　説　　　　　　明

教育施設課

・全校対象施設修繕料

・生徒数の増加に伴い教室不足が見込まれる倉敷第一中学校に仮設校舎（２教室）を設

置するため、債務負担行為を設定

・全園対象施設修繕料

学校教育部

・県の補助内示に伴う報酬等（３人分）の増〔対象経費に対して県１０／１０〕

　中学校のアシスタント配置時間：週１２．５時間／人→週２５時間／人

・食料品価格高騰の影響を受けている子育て世帯の負担軽減を図るため、小・中・支援

学校の給食費１か月分を市が負担する経費

・真備学校給食共同調理場で調理された給食の配送を委託するため、債務負担行為を設定

　期間：令和６年４月～令和１０年７月
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　(3)　特別会計・企業会計

　　【新】は新規事業 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

　　　　収　　　入 9,699,343 9,456 9,708,799
　　　　　・営業外収益 1,107,907 9,456 1,117,363

　　　　支　　　出 8,217,868 9,456 8,227,324
　　　　　・委　託　料 1,308,529 7,040 1,315,569

　　　　　・通信運搬費 40,916 51 40,967

　　　　　・手　数　料 3,231 2,365 5,596

　　　　（予定利益） 1,481,475 0 1,481,475

企 業 会 計

水　道　事　業

（収益的収支）
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（単位：千円）

担 当 部 局

水 道 局

・物価高騰対策経済支援事業に必要な事務の受託による収入

・物価高騰対策経済支援事業に必要な業務委託料

・物価高騰対策経済支援事業に必要な郵送料

・物価高騰対策経済支援事業に必要な事務手数料

内　　　　　　容　　　　　　説　　　　　　明
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